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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 平成17年７月26日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株に分割いたしました。こ 

れにより株式数は301,910株増加いたしました。 

なお、第８期首に株式分割が行われたと仮定した場合の１株当たり中間純利益金額は1,103円72銭、潜在株 

式調整後１株当たり中間純利益金額は1,058円51銭、１株当たり純資産額は11,857円18銭となります。 

４ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,639,750 5,342,681 12,008,075 6,429,240 14,181,924

経常利益 (千円) 612,888 1,871,361 4,818,240 1,885,256 4,621,019

中間(当期)純利益 (千円) 499,053 1,049,058 2,371,627 1,487,285 2,539,041

純資産額 (千円) 5,369,701 12,881,224 16,614,107 10,887,619 14,509,414

総資産額 (千円) 6,694,320 16,463,579 24,003,574 13,294,771 21,120,297

１株当たり純資産額 (円) 35,571.54 25,116.92 32,274.92 22,932.65 27,904.52

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 3,311.15 2,202.48 4,899.95 3,277.81 5,316.13

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益

(円) 3,175.53 2,159.49 4,880.43 3,152.84 5,224.27

自己資本比率 (％) 80.2 72.8 65.1 81.9 63.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 762,062 1,485,412 1,940,867 2,463,525 4,885,031

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △106,773 △931,568 △1,529,484 △295,988 △1,656,360

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 330,824 442,788 △396,993 5,055,294 478,996

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 5,633,303 12,866,654 15,659,348 11,870,021 15,644,821

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
149

  〔 66〕
292

〔  90 〕
418

〔  132 〕
167

〔  89 〕
326

〔  91 〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 平成17年７月26日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で１株を３株に分割いたしました。こ 

れにより株式数は301,910株増加いたしました。 

なお、第８期首に株式分割が行われたと仮定した場合の１株当たり中間純利益金額は951円61銭、潜在株式 

調整後１株当たり中間純利益金額は912円63銭、１株当たり純資産額は11,285円77銭となります。 

４ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,379,525 3,989,063 9,620,009 5,358,218 10,467,731

経常利益 (千円) 432,167 1,154,147 4,543,594 1,216,364 3,184,323

中間(当期)純利益 (千円) 430,277 772,180 2,635,712 1,208,152 2,079,146

資本金 (千円) 2,020,015 4,305,771 4,325,000 4,284,376 4,323,875

発行済株式総数 (株) 150,955 476,876 484,031 474,765 483,977

純資産額 (千円) 5,110,929 11,231,651 14,954,087 10,418,490 12,573,223

総資産額 (千円) 6,160,061 13,401,156 19,931,337 11,899,540 16,607,621

１株当たり純資産額 (円) 33,857.31 23,522.56 30,894.90 21,944.52 25,978.97

１株当たり中間(当期)純
利益

(円) 2,854.83 1,621.18 5,445.56 2,662.63 4,353.22

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益

(円) 2,737.90 1,589.54 5,423.88 2,561.12 4,278.00

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 520

自己資本比率 (％) 83.0 83.8 75.0 87.6 75.7

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
140

〔 50〕
189

〔  55〕
250

〔  85 〕
149

〔  63 〕
201

〔  57 〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は 

ありません。 

 また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

インターネットを利用した航空チケットを中心とする旅行商品の販売や旅行に関する情報提供を主な業務とするス

カイゲート株式会社を平成19年４月25日付けで連結子会社化いたしました。 

  

 
（注）「主要な事業の内容」の欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

                                        平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３ 臨時従業員には、アルバイト及び契約社員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 全社（共通）は管理部門の従業員数であります。 

５ 従業員数が当中間連結会計期間において92人増加しておりますが、内21名は平成19年４月のスカイゲート株

式会社の連結子会社化による従業員の増加であります。その他の主な理由は、事業の拡大に伴い採用を強化

したことによります。 

  

(2) 提出会社の状況 

                         平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から当社外への出向者を除く就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員には、アルバイト及び契約社員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 従業員数が当中間会計期間において49人増加しておりますが、その主な理由は、事業の拡大に伴い採用を強

化したことによります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所
資本金 
(千円)

主要な事 
業の内容

議決権の 
所有割合 

(％)
関係内容

（連結子会社）
 スカイゲート㈱

東京都新宿区 399,755 その他事業 100.0
広告取引並びにシステム開発
業務の委託取引 
役員兼任2人

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

モバイル事業 135 〔47〕

Webコマース事業 108 〔69〕

ソリューション事業 1 〔―〕

その他事業 128 〔13〕

 全社（共通） 46 〔 3〕

合計 418〔132〕

従業員数(名) 250〔85〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

国内のインターネット市場は、ＰＣについてはブロードバンド（高速インターネット回線）、携帯電話  

については高速データ通信や定額料金制の普及等を背景に成長過程にあります。平成19年６月末には、  

FTTH、DSL等のブロードバンド契約数は2,715万回線となり、インターネット接続サービス契約数の86.0％  

を占めております（総務省調べ）。また、平成19年９月末現在、高速データ通信が可能な第三世代携帯電  

話加入者数は7,932万人となり、加入者全体の79.9％を占めております（電気通信事業者協会調べ）。  

 このような状況の下、当社グループは当中間期におきまして、モバイル事業、Webコマース事業を中心  

に、引き続き規模の拡大に取り組みました。  

 モバイル事業は、携帯ゲーム＆SNS「モバゲータウン」を中心に、アフィリエイトネットワーク「ポケ  

ットアフィリエイト」、携帯電話オークション「モバオク」(「ａｕオークション」を含む。以下同  

じ。)等がいずれも好調に推移し、売上、利益が引き続き大幅に伸長いたしました。  

 Webコマース事業は、携帯電話向け総合ショッピングサイト「ポケットビッダーズ」及びeショッピング  

モールサイト「au Shopping Mall」や、「モバゲータウン」と連動した携帯電話向け総合ショッピングサ  

イト「モバデパ」といった、モバイル分野の強化に継続して取り組み、好調に推移いたしました。  

 以上の結果、当中間期のグループ総取扱高（注）は56,222百万円(前年同期比19.7％増)となり、また、  

当社グループの売上高は12,008,075千円（前年同期比124.8％増）、営業利益は4,735,694千円（前年同期比  

157.2％増）、経常利益は4,818,240千円（前年同期比157.5％増）、中間純利益は2,371,627千円（前年同期比  

126.1％増）となりました。 

（注）グループ総取扱高は、当社グループが運営するマッチングサービスにおける売買成立高の合計額であり、「ビ

ッダーズ」及びその提携サイト、「ポケットビッダーズ」、「au Shopping Mall」、「モバデパ」、「モバオ

ク」、「ａｕオークション」、「モバコレ」、「ネッシー（NETSEA)」、株式会社エアーリンク（旅行取扱

高）、「スカイゲート」を集計対象としております。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

① モバイル事業 

「モバゲータウン」は、引き続きテレビコマーシャルを中心とした積極的な広告宣伝活動等により会員基盤の拡

充を図り、当中間期末の会員数は743万人へと拡大いたしました。また、平成19年８月には月間142億ページビュー

に達しました。加えて、ユーザの支払方法の利便性の向上を図り、課金手段を多様化したほか、複数のプレイヤー

が同時に参加できるオンラインロールプレイングゲームの投入や人気キャラクターのアバター販売を開始しまし

た。さらに、コンテンツマッチ型の広告を導入するなど、「モバゲータウン」の収益拡大を図ってまいりました。 

 「ポケットアフィリエイト」は、「モバゲータウン」、「モバオク」等の巨大なトラフィックを有する自社媒体

との連携強化による売上は順調に拡大しました。また、モバイル広告市場及びアフィリエイトサービスに対する需

要の拡大や営業の強化により、他社媒体の売上も復調の兆しにあります。 

 「モバオク」は、有料会員数の順調な増加により、課金売上及び広告売上が堅調に推移いたしました。当中間期

末の有料会員数は94万人（前年同期末比21万人増）となりました。 

 「モバコレ」は、季節的な要因もあるなか、販売商品の品揃えの充実を図るとともに在庫管理体制を強化し、男

性向け商材の強化等による新規ユーザ層の開拓に注力いたしました。 

 電子商取引に係る収納代行サービスを提供する株式会社ペイジェントは、決済エスクローサービス「モバペイ」

の推進に加え、他のECサイト等への決済サービスの提供を本格的に開始し、当社グループ外のEC事業者による利用

の拡大に取り組みました。 

 以上の結果、モバイル事業の売上高は9,279,371千円（前年同期比177.8％増）、営業利益は5,045,683千円（前年

同期比230.9％増）となりました。 

② Webコマース事業 



当中間期におきましては、引き続きモバイル分野の「ポケットビッダーズ」及び「au Shopping Mall」が好調に

推移いたしました。モバイル分野においては、携帯電話向け総合ショッピングサイト「モバデパ」の強化が功を奏

し、「ポケットビッダーズ」及び「au Shopping Mall」と並ぶ中核へと成長いたしました。また、「ビッダーズ」

の店舗獲得キャンペーンを実施し、基盤の強化及び拡大に努めてまいりました。  

 以上の結果、当中間期のWebコマース事業の売上高は2,109,830千円（前年同期比32.3％増）、営業利益は488,630

千円（前年同期比4.9％減）となりました。 

  

③ ソリューション事業 

当中間期におきましては、引き続き既存案件に対する取り組みのみ実施しました。  

 以上の結果、当中間期におけるソリューション事業の売上高は116,937千円（前年同期比11.3％減）、営業利益は

60,907千円（前年同期比27.5％減）となりました。 

  

④ その他事業 

当中間期におきましては、旅行代理店事業及び保険代理店事業を主業務とする株式会社エアーリンクと、平成19

年４月に100％子会社化した総合旅行サイトを運営するスカイゲート株式会社との連携を強化してまいりました。ま

た、新サービスの立ち上げにも着手いたしました。  

 以上の結果、当中間期におけるその他事業の売上高は501,936千円（前年同期比81.8％増）、営業損失は438,866

千円となりました。 

（注）当セグメントは、平成19年４月にスカイゲート株式会社が新たに含まれたことにより、当セグメントの構成が

大きく変更されたため、営業損失に関して前年同期との比較は記載しておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前連結会計年度末に比べ14,527千円増 

加し、15,659,348千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果得られた資金は1,940,867千円（前年同期比455,454千円増）となりました。主な収入要因は、税 

金等調整前中間純利益4,633,640千円であり、主な支出要因は法人税等の支払額2,032,227千円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,529,484千円（前年同期比597,916千円増）となりました。主な支出要因は、差 

入保証金の差入による支出627,928千円、有形固定資産の取得による支出476,256千円及び無形固定資産の取得によ 

る支出455,335千円であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は396,993千円（前年同期は得られた資金442,788千円）となりました。主な支出要

因は、配当金の支払額249,245千円及び少数株主への配当金の支払額150,000千円であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

  

(2) 受注状況 

受注生産を行っておりませんので、受注状況に関する記載はしておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

(1) モバイル市場における競合への対応  

モバイル市場においては競合他社も取り組みを強化しており、今後競争が一層激しくなっていくもの

と思われますが、市場が活性化してモバイルオークション、ショッピング及びゲームやSNS等の認知度

が高まり、利用者層が広がって需要が拡大すれば、会員基盤等において優位性を築きつつある当社グル

ープにとってもメリットは大きいものと思われます。当社グループでは、引き続き既存サービスのさら

なる拡大とサービス間のシナジー効果の極大化を推進し、提携先との関係を維持、強化するとともに、

新規サービスの立ち上げにも積極的に取り組んでいく方針です。   

(2) サイトの安全性・健全性強化の取り組み 

 インターネットオークション、ショッピングやSNS機能を提供するサービスの普及に連れて、サイト

の安全性や健全性の維持に対する社会的な要請は一層高まりを見せております。当社グループは、取引

やコミュニティの場を提供する立場から、ユーザが安心して利用できるようにサイトの安全性や健全性

をより一層強化していくことが必要であると考えております。同業他社との連携も図りながら、個人情

報保護や知的財産権侵害品対策等に関するサイトの安全性の強化に加え、利用方法に関する啓蒙活動や

利用内容の常時モニタリング等によるサイトの健全性の強化に継続的に取り組んでいく方針です。 

(3) 知名度の向上 

 当社グループは、当社グループが運営するサービスの取扱高や会員数の増加を図り、事業規模を拡大

するためには、各サービスの知名度の向上が必要であると考えております。加えて、他社との提携等も

含めて事業展開をより有利に進めるため、また、それらの事業を支える優秀な人材を獲得するために

は、企業としての知名度の向上も重要であると考えております。当社グループでは今後、費用対効果を

見極めながら、広告宣伝活動及び広報活動を強化していく方針です。   

(4) 業容の拡大に対応した組織力の強化と内部統制体制の強化 

 当社グループは今後、既存事業の強化、拡大に加え、モバイル事業を中心としてＭ＆Ａや海外進出に

よる事業領域の拡大を推進していく計画です。これに対応して、社員のモチベーションを引き出す人事

制度の構築や権限委譲の促進、専門分野を有するエキスパートに加え、新卒採用強化等、組織力の向上

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

モバイル事業 9,279,371 277.8

Webコマース事業 2,109,830 132.3

ソリューション事業 116,937 88.7

その他事業 501,936 181.8

合計 12,008,075 224.8



に取り組んでいく方針です。また、金融商品取引法いわゆる日本版SOX法に対応した内部統制システ

ムの整備を推進し、経営の公正性・透明性を確保するための体制強化に取り組んでいく方針です。 

 （5）会社の支配に関する基本方針 

会社の支配に関する基本方針については、以下のとおりであります。 

１．基本方針  

 上場会社である当社の株主は、当社株式の自由な取引を通じて決定されるものである以上、特定の買

付者等による買付等に応じるか否かについても、最終的には株主の判断に委ねられるべきものです。  

 一方で、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、携帯電話やPC等におけるインタ

ーネットサービスをはじめとする当社グループの事業の全体に係る幅広い知識と豊富な経験を有し、ま

た当社を支える株主、従業員、ユーザ、取引先、広告主、地域社会等の様々なステークホルダーとの信

頼関係を十分に理解した上で、企業価値及び株主共同の利益を中長期的に最大化できる者が望ましいと

考えております。  

 しかしながら、株式の大量買付等の中には、企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付等の行為について検討し、あるいは対象会社の

取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値及び株

主共同の利益に必ずしも資さないと評価されるべきものもあります。  

 当社は、このような大量買付等を行う買付者等は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者として不適切であると判断し、法令及び定款によって許容される限度において、当社グループの

企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資する相当の措置を講じてまいります。  

 以上をもって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたしま

す。  

2. 具体的な取り組み  

 (a) 基本方針の実現に資する特別な取り組み  

 当社グループは、「売り手と買い手をストレス無くマッチングする新しい流通インフラを築くこ

と」、「多種多様なサービス展開を通じて新しい付加価値をユーザに提供し続けること」をミッション

としております。携帯電話やPC等におけるインターネットサービスを通じて、時間的、地理的制約を超

えて売り手と買い手をマッチングする場を構築することに止まらず、新しいサービスを次々と展開し、

株主、従業員、ユーザ、取引先、広告主、地域社会等の様々なステークホルダーとの間で、円滑な関係

を構築しながら、社会に対して新たな付加価値を提供し続ける企業でありたいと考えております。  

 当社グループは、モバイル事業、Webコマース事業を中心に、ソリューション事業を含めた３事業体

制により、規模の拡大に取り組んでまいりましたが、直近の事業年度におきましては、携帯ゲーム＆

SNS「モバゲータウン」やアフィリエイトネットワーク「ポケットアフィリエイト」、携帯電話オーク

ション「モバオク」を主軸とするモバイル事業が飛躍的に成長し、当社グループ全体の売上、利益の拡

大を牽引する役割を果たしております。また、Webコマース事業においても、携帯電話向け総合ショッ

ピングサイト「ポケットビッダーズ」及びeショッピングモールサイト「au Shopping Mall」が著しく

伸長しており、全社的にモバイル分野への重点のシフトを進めております。さらに、携帯電話専用ファ

ッション系ショッピングサイト「モバコレ」、決済エスクローサービス「モバペイ」、中華人民共和国

（中国）における100％子会社である北京得那網絡科技有限公司による携帯電話専用無料SNSサイト「加

加城」のサービス提供開始、株式会社エアーリンクの買収など新規領域への取り組みも本格化しており

ます。  

 今後は、700万人以上の会員数と月間140億PVに迫るトラフィックを誇る有数のメディアにまで成長し

た(平成19年９月30日現在)「モバゲータウン」を核に、「モバオク」「ポケットアフィリエイト」等の



主軸サービスのトラフィックやブランドのシナジーも活かしながら、日本最大級のモバイルポータル

の実現を目指します。  

 「モバゲータウン」につきましては、1,000万人規模の会員基盤を早期に構築し、媒体価値を高める

ための取り組みに注力いたします。具体的には、ニュースや検索エンジン等の情報サービスや、ゲーム

並びに小説・音楽の投稿をはじめとした各種コンテンツの充実を通じて、携帯電話でのインターネット

利用において他のサービスの追随を許さない、幅広い会員層にとって魅力的で利用度の高いモバイルポ

ータルとしての地位の確立に向けた施策を強化してまいります。さらに、当社グループのポータル戦略

の中核を担うトラフィック及び収益の源泉として、広告商品の開発や営業人員の強化による広告収入の

拡大や、課金コンテンツの導入等も含めた収益源の多様化を図るほか、当社グループの各サービスや他

事業者の運営するサービスとの連携にも取り組んでまいります。  

 一方で、旅行代理店事業や保険代理店事業のみならず、引き続き新規領域への進出も積極的に推進

し、将来的に既存事業と並ぶ規模への拡大が見込める事業群を育成することで、「モバゲータウン」の

成長のみに依存しない収益構造及び成長モデルの確立に取り組んでまいります。  

 また、当社は株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。配当による利益還元

につきましては、業績が好調に推移するとともに中長期的な成長に向けた事業基盤の構築も進んでいる

ことから、株主の皆様への利益還元をより明確なものとするため、平成19年３月期に業績に応じた株主

配当を実施させていただきました。 

 配当性向につきましては、今後の業績の拡大に応じて、適宜見直しを行ってまいる方針です。当期の

配当性向につきましては、引き続き今後の事業拡大に備えて内部留保の充実を図る必要があることを勘

案し、連結配当性向は連結当期純利益の10％を予定しており、これにより年間配当930円と予定してお

りますが、業績の変動により配当性向及び配当金額等が変動する可能性があります。  

 以上の取り組みを通じて、引き続き高い成長率を維持しながら、事業規模を拡大し、企業価値の増大

を図ってまいります。  

(b) 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取り組み  

 当社は、平成19年４月25日開催の取締役会及び第９期事業年度に係る定時株主総会（以下「本定時株

主総会」という）において、「当社株式の大量取得行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プラ

ン」という）の導入を決議いたしました。  

 本プランは、当社が発行者である株券等について、①保有者の株券等保有割合が20％以上となる買

付、または②公開買付に係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が

20％以上となる公開買付（以下併せて「買付等」という）を適用対象とし、これらの買付等が開始され

た場合に、株主が適切な判断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保すること、及び当社が買付

者または買付提案者（以下併せて「買付者等」という）との交渉の機会を確保することにより、当社の

企業価値及び株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。  

 上記に定める買付等を行う買付者等は、当社取締役会が別途認めた場合を除き、買付等の実行に先立

ち、買付等の内容の検討に必要な情報（以下「本必要情報」という）及び当該買付者等が買付等に際し

て本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説明書」という）を当

社の定める書式により提出していただきます。その後、買付者等から提出された情報や当社取締役会か

らの意見や根拠資料及び代替案が、独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会に提供されま

す。  

 独立委員会は、必要があれば独立した第三者の助言を得ながら、買付者等の買付等の内容の検討、当

社取締役会による代替案の検討及び買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討

等を行い、自らまたは当社取締役会等を通じて、買付説明書の提出の事実とその概要及び本必要情報の



概要その他の情報のうち独立委員会が適切と判断する事項について、独立委員会が適切と判断する時

点で株主に対する情報開示を行います。  

 独立委員会は、買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を実施する場合、

または買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役会による代替案の検討及び買付者等と当社取締役会

の事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行い、必要があれば当該買付者等と協議・交渉を行った

結果、当社の企業価値及び株主共同の利益を侵害するおそれがあると認められる場合等には、当社取締

役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。  

 本新株予約権には、買付者等による権利行使ができないという行使条件及び当社が当社普通株式と引

換えに買付者等以外の者が有する本新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されており、

原則として、１円以上であって、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める価額

の金銭を払い込むことにより行使し、当社普通株式１株を取得することができます。  

 当社取締役会は、独立委員会から上記勧告を受けた場合には、これを最大限尊重して速やかに、本新

株予約権無償割当ての実施または不実施等（本新株予約権の無償割当ての中止を含む）に関する会社法

上の機関としての決議を行うものとします。当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合速やか

に、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項についての情報を開示いたします。  

 本プランの有効期間は、平成21年３月31日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで

とします。ただし、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランを廃止する旨の

決議が行われた場合、または②当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プラ

ンを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。当社は、

本プランが廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更内

容その他当社取締役会または独立委員会が適切と判断する事項について、速やかに情報を開示いたしま

す。  

 本プランの導入時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及び投資

家の皆様の権利・利益に直接具体的な影響が生じることはありません。ただし、本プランに従って本新

株予約権の無償割当てが実施され、買収者等以外の株主により本新株予約権が行使された場合、または

当社による本新株予約権の取得と引換えに買付者等以外の株主に当社普通株式が交付された場合には、

当該買収者等の有する当社の議決権に占める割合は、最大50％まで希釈化される可能性があります。  

 3. 具体的な取り組みに対する取締役等の判断及びその理由  

 上記2.「具体的な取り組み」の内容は、いずれも当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の

ための具体的な方策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものであります。  

 また、上記2.(b)「基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取り組

み」において定めた大量買付等への対応方針につきましても、以下の各項目を考慮し、合理性を担保し

ております。  

 ・経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値及び株主共同の利益の確保  

  または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値及び株主共同の利  

  益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足してい  

  ること  

 ・当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主のために本プランの発動等の運用に際しての実質  

  的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置し、同委員会の判断の概要について  

  は、適宜株主に対して情報を開示することとし本プランの運営の透明性を維持する仕組みが  

  確保されていること  

 ・合理的かつ詳細な客観的要件を予め定め、当社取締役会による本プランの恣意的な発動を防  



  止するための仕組みを確保していること  

 ・独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者の助言を得ることができ、同委員会の判断の  

  公正さ・客観性が強く担保される仕組みとなっていること  

 ・デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、その発動を阻  

  止するのに時間を要する買収防衛策）ではないこと  

 以上から、上記の取り組みの内容が、当社役員の地位の維持を目的とし、あるいは不当に株主の株式

売却に対する自由を妨害すること等により、株主共同の利益を損なうものでないことは明確であると考

えております。  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

(1) 提出会社 

   当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 
  

(2) 国内子会社 

   当中間連結会計期間において、スカイゲート株式会社が新規連結子会社となり、以下の設備が 
  新たに当社グループの主要な設備となりました。 

 
 （注）１ 現在の休止中の主要な設備はありません。 
    ２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
    ３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 
    ４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりです。 

 
  

(3) 在外子会社 

   当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 
   

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1) 重要な設備計画の変更 

  該当事項はありません。 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）

建物 器具備品
ソフト
ウェア

ソフト
ウェア
仮勘定

合計

スカイゲート㈱
本社 

(東京都新宿区)
その他 
事業

社内全般 
設備等

642  6,741  38,549  24,674  70,607  21〔1〕

名称 数量 リース期間(年)
当中間連結会計期間
支払リース料(千円)

リース契約残高(千円)

旅行商品販売システム等 
（所有権移転外ファイナンス・リース）

一式 5 49,186 257,918

ネットワーク関連サーバー設備等
（所有権移転外ファイナンス・リース）

一式 4 10,328 33,474

ネットワーク関連サーバー設備等
（所有権移転外ファイナンス・リース）

一式 3 3,447 9,245

ネットワーク関連サーバー設備等
（所有権移転外ファイナンス・リース）

一式 6 771 6,441



(2) 重要な設備計画の完了 

  前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次 
  のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

   当中間連結会計期間において、新規連結子会社が追加されたことに伴う重要な設備計画は、次 
  のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

  該当事項はありません。 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
投資額
(千円)

完了年月
完成後の
増加能力

提出会社

本社 
(東京都渋谷区)

モバイル事業 ネットワーク関連設備等 422,161 平成19年9月 ―

本社 
(東京都渋谷区)

Webコマース事業 ネットワーク関連設備等 218,970 平成19年9月 ―

本社 
(東京都渋谷区)

全社（共通） 社内業務システム 26,722 平成19年9月 ―

㈱モバオク
本社 

(東京都渋谷区)
モバイル事業 ネットワーク関連設備等 29,986 平成19年9月 ―

㈱モバコレ
本社 

(東京都渋谷区)
モバイル事業 ネットワーク関連設備等 5,299 平成19年9月 ―

㈱ペイジェント
本社 

(東京都渋谷区)
モバイル事業 ネットワーク関連設備等 40,572 平成19年9月 ―

㈱エアーリンク
本社 

(東京都新宿区他)
その他事業 ネットワーク関連設備等 58,548 平成19年9月 ―

会社名
事業所名 
(所在地)

事業種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

投資予定額(千円)
資金調達

方法
着手年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

スカイゲート㈱
本社 

(東京都新宿区)
その他 
事業

ネットワーク 
関連設備等

115,200 73,658
自己資金

及び 
借入金

平成19年 
4月

平成20年 
3月

―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,803,000

計 1,803,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 484,031 485,966
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 484,031 485,966 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

(平成16年１月８日臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、または株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要と認める株式数の調整を行うものとします。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の

端数は切り上げるものとします。 

 
また、当社がその時点における払込金額を下回る払込金額によって新株発行を行う場合(新株予約権の行使

により新株を発行する場合を除く。)は、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、または株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要と認める払込金額の調整を行うものとします。 

３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の行使時においても、当社従業員または取締役であることを要する。 

(2) 新株予約権者は、平成19年１月16日までは、各自に付与された本件新株予約権の個数の２分の１を上限に

行使することができる。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合、相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。 

(4) その他の条件につきましては、当社と割当者との間で締結した新株予約権割当契約に定めております。 

４ 平成17年７月26日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付をもって普通株式１株を３株に分割した

ことにより、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調

整されております。 

５ 新株予約権の目的となる株式の数は、平成16年１月８日の特別決議による新株発行予定数から、新株予約権

の行使により16,965株、退職等に伴う権利消失により195株減少しております。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 645 ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注)４、５

1,935 ―

新株予約権の行使時の払込金額(円)   (注)４ 4,000 ―

新株予約権の行使期間
平成18年１月16日から
平成22年１月16日まで

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)   (注)４

発行価格  4,000
資本組入額 2,000

―

新株予約権の行使の条件 (注)３ ―

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要します。

―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋新規発行株式数×
１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前発行価額

既発行株式数＋新発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

当社は、いわゆる買収防衛策の一環として新株予約権を発行しておらず、該当事項はございません。

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
 (注)１発行済株式総数増減数、資本金増減額、資本準備金増減額は旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株 

 引受権並びに平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使による増加 

 であります。 

２平成19年10月1日から平成19年11月30日までの間に平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定 

 に基づく新株予約権の行使により発行済株式数が1,935株、資本金が3,870千円、資本準備金が3,870千円増 

 加しております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
 (注)ソネットエンタテインメント株式会社は、平成19年11月５日付で東京都品川区大崎２丁目１番1号に移転をして

おります。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日(注)

54 484,031 1,125 4,325,000 1,125 4,310,538

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ソネットエンタテインメント株
式会社

東京都品川区北品川4－7－35 90,660 18.73

南 場 智 子 東京都渋谷区 72,110 14.89

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8－11 22,992 4.75

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11－3 18,888 3.90

ゴールドマンサックスアンドカ
ンパニーレギュラーアカウント  
(常任代理人  
ゴールドマン・サックス証券  
株式会社)

85 Broad Street New York,NY,USA
(東京都港区六本木6丁目10番1号  
六本木ヒルズ森タワー)

18,426 3.80

川 田 尚 吾 東京都世田谷区 15,130 3.12

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7-1 14,300 2.95

インベスターズバンク 
（常任代理人  スタンダード
チャータード銀行）

200 Clarendon Street P.O.Box
9130 Boston, MA 02117-9130 
(東京都千代田区永田町2丁目11番1号 
山王パークタワー21階)

9,223 1.90

クレディスイスセキュリティズ
ユーエスエーエルエルシースペ
シャルフォーエクセルベネ（常
任代理人 シティバンク銀行株
式会社）

Eleven Madison Ave New York NY 10010 USA
(東京都品川区東品川2丁目3番14号)

8,326 1.72

指定単受託者三井アセット信託
銀行株式会社１口（常任代理人 
日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社）

東京都港区芝3丁目23-1
(東京都中央区晴海1丁目8番11号)

7,000 1.44

計 ― 277,055 57.23



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が95株(議決権95個)が含まれて

います。 
  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

【役員の異動】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は、次のとお

りであります。 

  

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 484,031 484,031 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 484,031 ― ―

総株主の議決権 ― 484,031 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 418,000 430,000 450,000 512,000 541,000 520,000

最低(円) 362,000 373,000 388,000 423,000 431,000 451,000

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 人事管理部長 取締役 次世代戦略室長 川田尚吾 平成19年８月１日

取締役 総合企画部長 取締役 グループ戦略室長兼管理部門管掌 春田真 平成19年８月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11
年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 
 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財
務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後
の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵
省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 
 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等
規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務
諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）及び前中間会計期間（平
成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結
会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成
19年９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれの中間連結財務諸表及
び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 12,866,654 15,659,348 15,644,821

 ２ 売掛金 1,254,301 3,048,110 2,205,316

 ３ たな卸資産 64,283 81,230 98,145

 ４ その他 ※３ 593,602 1,553,267 905,672

   貸倒引当金 △39,195 △85,926 △66,689

   流動資産合計 14,739,647 89.5 20,256,031 84.4 18,787,266 89.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 317,493 696,382 535,937

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 331,398 851,163 597,992

  (2) のれん 536,673 763,811 509,151

  (3) その他 86,168 954,239 117,681 1,732,655 96,672 1,203,816

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資その他の資産 ※２ 452,199 1,334,343 609,328

     貸倒引当金 ― 452,199 △15,838 1,318,504 △16,051 593,276

   固定資産合計 1,723,932 10.5 3,747,543 15.6 2,333,030 11.0

   資産合計 16,463,579 100.0 24,003,574 100.0 21,120,297 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 132,214 287,580 255,108

 ２ 未払金 1,101,659 2,152,146 1,838,452

 ３ 未払法人税等 883,521 2,277,903 2,088,562

 ４ 前受金 986,639 1,362,684 1,039,809

 ５ 賞与引当金 15,300 125,042 17,843

 ６ その他 ※３ 276,885 807,645 1,181,242

   流動負債合計 3,396,219 20.6 7,013,001 29.2 6,421,018 30.4

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 31,067 42,903 37,079

 ２ 役員退職慰労引当金 15,880 ― 12,470

 ３ ポイント引当金 108,608 117,556 109,066

 ４ その他 30,579 216,005 31,248

   固定負債合計 186,135 1.1 376,465 1.6 189,864 0.9

   負債合計 3,582,355 21.7 7,389,466 30.8 6,610,883 31.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,305,771 26.1 4,325,000 18.0 4,323,875 20.5

 ２ 資本剰余金 4,291,309 26.1 4,310,538 18.0 4,309,413 20.4

 ３ 利益剰余金 3,369,368 20.5 6,979,310 29.1 4,859,351 23.0

   株主資本合計 11,966,448 72.7 15,614,850 65.1 13,492,639 63.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

11,209 0.1 4,175 0.0 9,608 0.1

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― 3,035 0.0 2,897 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

11,209 0.1 7,210 0.0 12,505 0.1

Ⅲ 少数株主持分 903,566 5.5 992,046 4.1 1,004,269 4.7

   純資産合計 12,881,224 78.3 16,614,107 69.2 14,509,414 68.7

   負債及び純資産合計 16,463,579 100.0 24,003,574 100.0 21,120,297 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,342,681 100.0 12,008,075 100.0 14,181,924 100.0

Ⅱ 売上原価 1,458,777 27.3 2,381,500 19.8 3,914,387 27.6

   売上総利益 3,883,904 72.7 9,626,574 80.2 10,267,537 72.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,042,447 38.2 4,890,879 40.8 5,761,275 40.6

   営業利益 1,841,456 34.5 4,735,694 39.4 4,506,262 31.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 4,263 29,698 20,883

 ２ 受取配当金 134 120 141

 ３ 貯蔵品売却益 854 44 2,130

 ４ 出品キャンセル料 
   収入

2,978 2,131 5,465

 ５ 契約に基づく 
   債務消滅益

18,100 32,636 60,273

 ６ 業務受託収入 ― 10,717 16,821

 ７ 雑収入 6,973 33,305 0.6 14,328 89,676 0.7 20,717 126,433 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 株式交付費 3,036 203 3,342

 ２ 業務受託費用 ― 5,843 4,927

 ３ 雑損失 363 3,400 0.1 1,083 7,130 0.0 3,406 11,676 0.1

   経常利益 1,871,361 35.0 4,818,240 40.1 4,621,019 32.6

Ⅵ 特別利益

 １ 契約違約金 ― ― 11,305

 ２ 役員退職慰労引当金 
   戻入益

― ― ― 970 970 0.0 ― 11,305 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ ― 31,275 11,933

 ２ 本社移転関連費用 ※３ ― 129,943 ―

 ３ リース解約損 ― 18,409 ―

 ４ 投資有価証券評価損 ― ― ― 5,940 185,569 1.5 ― 11,933 0.1

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,871,361 35.0 4,633,640 38.6 4,620,390 32.6

   法人税、住民税及び 
   事業税

865,199 2,247,206 2,279,356

   法人税等調整額 △121,774 743,424 13.9 △122,970 2,124,236 17.7 △377,589 1,901,767 13.4

   少数株主利益 78,878 1.5 137,776 1.1 179,581 1.3

   中間(当期)純利益 1,049,058 19.6 2,371,627 19.8 2,539,041 17.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高（千円） 4,284,376 4,269,914 2,320,309 10,874,600

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 21,394 21,394 42,788

 中間純利益 1,049,058 1,049,058

 少数株主利益

 連結子会社の増資による持分の増減

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円）
21,394 21,394 1,049,058 1,091,847

平成18年９月30日残高（千円） 4,305,771 4,291,309 3,369,368 11,966,448

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高（千円） 13,018 424,688 11,312,307

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 42,788

 中間純利益 1,049,058

 少数株主利益 78,878 78,878

 連結子会社の増資による持分の増減 400,000 400,000

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の変動額(純額)

△1,808 ─ △1,808

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円）
△1,808 478,878 1,568,916

平成18年９月30日残高（千円） 11,209 903,566 12,881,224



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年３月31日残高（千円） 4,323,875 4,309,413 4,859,351 13,492,639

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 1,125 1,125 2,251

 剰余金の配当 △251,668 △251,668

 中間純利益 2,371,627 2,371,627

 少数株主利益

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円）
1,125 1,125 2,119,959 2,122,211

平成19年９月30日残高（千円） 4,325,000 4,310,538 6,979,310 15,614,850

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
為替換算 

調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高（千円） 9,608 2,897 12,505 1,004,269 14,509,414

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 2,251

 剰余金の配当 △150,000 △401,668

 中間純利益 2,371,627

 少数株主利益 137,776 137,776

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の変動額(純額)

△5,432 137 △5,294 △5,294

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円）
△5,432 137 △5,294 △12,223 2,104,693

平成19年９月30日残高（千円） 4,175 3,035 7,210 992,046 16,614,107



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高（千円） 4,284,376 4,269,914 2,320,309 10,874,600

 連結会計年度中の変動額

  新株の発行 39,498 39,498 78,996

  当期純利益 2,539,041 2,539,041

  少数株主利益

  連結子会社の増資による持分の増減

  株主資本以外の項目の 

  連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計（千円） 39,498 39,498 2,539,041 2,618,038

 平成19年３月31日残高（千円） 4,323,875 4,309,413 4,859,351 13,492,639

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

 平成18年３月31日残高（千円） 13,018 ― 13,018 424,688 11,312,307

 連結会計年度中の変動額

  新株の発行 78,996

  当期純利益 2,539,041

  少数株主利益 179,581 179,581

  連結子会社の増資による持分の増減 400,000 400,000

  株主資本以外の項目の 

  連結会計年度中の変動額(純額)
△3,410 2,897 △513 ― △513

 連結会計年度中の変動額合計（千円） △3,410 2,897 △513 579,581 3,197,107

 平成19年３月31日残高（千円） 9,608 2,897 12,505 1,004,269 14,509,414



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益 1,871,361 4,633,640 4,620,390

   減価償却費 156,839 371,970 377,357

   のれんの償却額 13,760 42,373 41,282

   貸倒引当金の増加額 17,809 19,023 61,355

   賞与引当金の増加額 9,349 105,549 11,892

   退職給付引当金の増加額 1,158 5,823 7,170

   役員退職慰労引当金の増加額 
   (△減少額）

590 △12,470 △2,820

   ポイント引当金の増加額 505 8,489 963

   受取利息及び受取配当金 △4,397 △29,818 △21,024

   固定資産除却損 ― 31,275 11,933

   本社移転に伴う臨時償却費 ― 58,772 ―

   投資有価証券評価損 ― 5,940 ―

   売上債権の増加額 △335,385 △839,559 △1,286,399

   たな卸資産の減少額(△増加額) △61,063 16,914 △94,925

   前渡金の減少額（△増加額） 39,702 △49,718 36,399

   仕入債務の増加額（△減少額） 18,542 △42,414 134,267

   未払金の増加額(△減少額) △52,171 313,356 587,681

   未払消費税等の増加額(△減少額) △28,941 △10,739 88,835

   未収消費税等の減少額(△増加額) ― 5,791 △29,874

   前受金の増加額(△減少額) △8,919 106,197 44,918

   その他 156,265 △795,259 844,093

    小計 1,795,007 3,945,139 5,433,498

   利息及び配当金の受取額 1,394 27,955 17,331

   法人税等の支払額 △310,989 △2,032,227 △565,798

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,485,412 1,940,867 4,885,031

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   新規連結子会社の取得による支出 △342,802 ― △342,802

   新規連結子会社の取得による収入 ― 133,427 ―

   子会社出資による支出 △34,815 ― △34,815

   投資有価証券の取得による支出 △62,000 △100,000 △62,000

   有形固定資産の取得による支出 △167,291 △476,256 △410,307

   無形固定資産の取得による支出 △268,501 △455,335 △647,479

   貸付による支出 △52,056 ― △29,420

   貸付の返済による収入 ― ― 10,000

   差入保証金の差入による支出 △5,563 △627,928 △132,108

   その他 1,462 △3,391 △7,425

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△931,568 △1,529,484 △1,656,360



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   株式の発行による収入 42,788 2,251 78,996

   配当金の支払額 ― △249,245 ―

   少数株主への配当金の支払額 ― △150,000 ―

   連結子会社の第三者 
   割当増資による収入

400,000 ― 400,000

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

442,788 △396,993 478,996

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― 137 2,897

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 996,633 14,527 3,710,564

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 11,870,021 15,644,821 11,870,021

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金 
  同等物の増加額

― ― 64,235

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 12,866,654 15,659,348 15,644,821



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 ５社

  会社名：株式会社モバオク

      株式会社モバコレ 

      株式会社ペイジェント

      株式会社エアーリンク

      株式会社瀧本
 なお、株式会社ペイジェントは平
成18年５月１日付で新たに設立出資
されたものです。株式会社エアーリ
ンク並びに株式会社瀧本は平成18年
７月３日付で連結子会社化し、平成
18年７月14日付で100％子会社化い
たしました。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 ８社

  会社名：株式会社モバオク

      株式会社モバコレ 

      株式会社ペイジェント

      株式会社エアーリンク

      株式会社瀧本

      スカイゲート株式会社

      北京得那網絡科技有 

      限公司

      北京虹飛掌訊網絡科 

      技有限公司
 なお、スカイゲート株式会社は平
成19年４月25日の株式取得に伴い当
中間連結会計期間より連結子会社と
なりました。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 ７社

  会社名：株式会社モバオク

      株式会社モバコレ 

      株式会社ペイジェント

      株式会社エアーリンク

      株式会社瀧本

      北京得那網絡科技有  

      限公司

      北京虹飛掌訊網絡科 

      技有限公司
なお、株式会社ペイジェントは平

成18年５月１日付で新たに設立出資 
されたものです。株式会社エアーリ 
ンク並びに株式会社瀧本は平成18年 
７月３日付で連結子会社化し、平成 
18年７月14日付で100％子会社化い 
たしました。 
 北京得那網絡科技有限公司は平成 
18年７月11日付で新たに設立出資さ 
れたものです。北京虹飛掌訊網絡科 
技有限公司は平成18年７月28日付で 
新たに設立されたものです。 

(2) 非連結子会社 ３社 
  会社名：株式会社ディー・ス 
      タイル 
      北京得那網絡科技有 
      限公司 
      北京虹飛掌訊網絡科 
      技有限公司 
 なお、北京得那網絡科技有限公司
は平成18年７月11日付で新たに設立
出資されたものです。北京虹飛掌訊
網絡科技有限公司は平成18年７月28
日付で新たに設立されたものです。

(2) 非連結子会社 １社 

  会社名：株式会社ディー・ス 

      タイル

(2) 非連結子会社 １社 
  会社名：株式会社ディー・ス 

      タイル

（連結の範囲から除いた理由） 
 上記非連結子会社は、総資産、売
上高、中間純損益及び利益剰余金が
いずれも中間連結財務諸表に重要な
影響を与えていないため、連結の範
囲から除外しております。

（連結の範囲から除いた理由） 

       同左

（連結の範囲から除いた理由） 
 上記非連結子会社は、総資産、売
上高、当期純損益及び利益剰余金が
いずれも連結財務諸表に重要な影響
を与えていないため、連結の範囲か
ら除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会
社及び関連会社 ５社 
会社名：株式会社ディー・ス 
    タイル 
    北京得那網絡科技有 
    限公司 
    北京虹飛掌訊網絡科 
    技有限公司 
    株式会社シーズクリ 
    エイト 
    株式会社トラベル・ 
    フロンティア

 なお、株式会社シーズクリエイト

及び株式会社トラベル・フロンティ

アにつきましては、平成18年７月３

日付で連結子会社化いたしました株

式会社エアーリンクの関連会社であ

ります。

２ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会
社及び関連会社 ３社 
会社名：株式会社ディー・ス 
    タイル 
    株式会社シーズクリ 
    エイト 
    株式会社トラベル・ 
    フロンティア

２ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会
社及び関連会社 ３社 
会社名：株式会社ディー・ス 
    タイル 
    株式会社シーズクリ 
    エイト 
    株式会社トラベル・ 
    フロンティア

 なお、株式会社シーズクリエイト

及び株式会社トラベル・フロンティ

アにつきましては、平成18年７月３

日付で連結子会社化いたしました株

式会社エアーリンクの関連会社であ

ります。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（持分法の適用の範囲から除いた理

由） 

 上記持分法非適用会社は、中間純

損益及び利益剰余金等が、いずれも

中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であるため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。

（持分法の適用の範囲から除いた理

由）

      同左

（持分法の適用の範囲から除いた理

由） 

 上記持分法非適用会社は、当期純

損益及び利益剰余金等が、いずれも

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あるため、持分法の適用範囲から除

外しております。  

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連結子会社のうち株式会社エ

アーリンク、株式会社瀧本の決

算日は９月末日であり、それぞ

れの決算期の財務諸表を使用し

ております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連結子会社のうち北京得那網

絡科技有限公司、北京虹飛掌訊

網絡科技有限公司の中間決算日

は６月末日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、それぞれの６月末日

の財務諸表を使用しており、中

間連結決算日との間に生じた連

結上重要な取引については必要

な調整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

 連結子会社のうち北京得那網

絡科技有限公司、北京虹飛掌訊

網絡科技有限公司の決算日は12

月末日であり、それぞれの決算

期の財務諸表を使用しておりま

すが、連結決算日との間に生じ

た連結上重要な取引については

必要な調整を行っております。 

 また、株式会社エアーリンク

及び株式会社瀧本につきまして

は当連結会計年度より決算期を

９月末日から３月末日に変更し

ており、それぞれの決算日の財

務諸表を使用しております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 ① 有価証券

  (イ) その他有価証券

     時価のあるもの

           中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用

しております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 ① 有価証券

  (イ) その他有価証券

     時価のあるもの

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 ① 有価証券

  (イ) その他有価証券

     時価のあるもの

           連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定)を採用してお

ります。

     時価のないもの
           移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。

     時価のないもの

同左

      時価のないもの

同左

 ② たな卸資産

  (イ) 商品

           移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。

 ② たな卸資産

  (イ) 商品

同左

 ② たな卸資産 

  (イ) 商品

同左

  (ロ) 仕掛品

           個別法による原価法

を採用しております。

  (ロ) 仕掛品

同左

  (ロ) 仕掛品

同左

  (ハ) 貯蔵品

           移動平均法による原

価法を採用しておりま 

す。

  (ハ) 貯蔵品

同左

  (ハ) 貯蔵品

同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

    定率法(ただし、ウェブ

を利用したサービスを提供

するために利用するもの及

びそれに付随するサービス

を提供するために利用する

ものについては定額法)を

採用しております。

    なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物 ３年～18年

器具備品 ２年～12年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

    定率法(ただし、ウェブ

を利用したサービスを提供

するために利用するもの及

びそれに付随するサービス

を提供するために利用する

ものについては定額法)を

採用しております。

    なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物 ３年～18年

器具備品 ２年～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

    定率法(ただし、ウェブ

を利用したサービスを提供

するために利用するもの及

びそれに付随するサービス

を提供するために利用する

ものについては定額法)を

採用しております。

    なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物 ３年～18年

器具備品 ２年～12年

 ② 無形固定資産

    定額法を採用しておりま

す。

    なお、自社利用のソフト

ウェアについては、将来の

利用可能期間を見積もり、

当社及び連結子会社が合理

的と判断した以下の耐用年

数による定額法を採用して

おります。

ウェブを利用し

たサービス提供

に係るもの

２年

上記サービスに

付随するサービ

スを提供するも

の

４年

その他 ５年

 ② 無形固定資産

      同左

    

 ② 無形固定資産

      同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

      同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

      同左

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

      同左

(4) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

      同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞

与の支給に充てるため支給見

込額に基づき計上しておりま

す。
   （追加情報）

   今回の引当金計上は株式会

社エアーリンクを平成18年７

月３日に連結子会社化したこ

とにより発生したものです。

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞

与の支給に充てるため支給見

込額に基づき計上しておりま

す。

   

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞

与の支給に充てるため支給見

込額に基づき計上しておりま

す。
（追加情報）

   今回の引当金計上は株式会

社エアーリンクを平成18年７

月３日に連結子会社化したこ

とにより発生したものです。

   



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ③ 退職給付引当金
   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務の見込額に
基づき、当中間連結会計期間
末において発生していると認
められる額を計上しておりま
す。

   （追加情報）
   今回の引当金計上は株式会

社エアーリンクを平成18年７
月３日に連結子会社化したこ
とにより発生したものです。

 ③ 退職給付引当金
   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務の見込額に
基づき、当中間連結会計期間
末において発生していると認
められる額を計上しておりま
す。

 ③ 退職給付引当金
  従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務の見込額に
基づき、当連結会計年度末に
おいて発生していると認めら
れる額を計上しております。

（追加情報）
  今回の引当金計上は株式会
社エアーリンクを平成18年７
月３日に連結子会社化したこ
とにより発生したものです。

 ④ 役員退職慰労引当金
   役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金
規程に基づく中間期末要支給
額を計上しております。

 ④ 役員退職慰労引当金

――――

 ④ 役員退職慰労引当金
  役員の退職慰労金の支出に
備えるため、役員退職慰労金
規程に基づく当連結会計年度
末要支給額を計上しておりま
す。

   （追加情報）
   今回の引当金計上は株式会

社エアーリンクを平成18年７
月３日に連結子会社化したこ
とにより発生したものです。

   （追加情報）
    当社連結子会社（１社）に

おいて役員の退職慰労金の支
出に備えて、役員退職慰労金
規程に基づく期末要支給額を
計上しておりましたが、平成
19年８月31日をもって役員退
職慰労金制度を廃止し、当該
期間に対応する役員退職慰労
金を打ち切り支給することに
したため、「役員退職慰労引
当金」を全額取崩し、打ち切
り支給の未払い分について
は、流動負債の「未払金」に
含めて計上しております。

（追加情報）
  今回の引当金計上は株式会
社エアーリンクを平成18年７
月３日に連結子会社化したこ
とにより発生したものです。

 ⑤ ポイント引当金
   旅行に係わる航空券等の販

売促進を目的としたポイント
制度において、顧客に付与し
たポイントの将来の利用に備
えるため、当中間連結会計期
間末における将来見込み利用
額を計上しております。

   （追加情報）
   今回の引当金計上は株式会

社エアーリンクを平成18年７
月３日に連結子会社化したこ
とにより発生したものです。

 ⑤ ポイント引当金
   旅行に係わる航空券等の販

売促進を目的としたポイント
制度において、顧客に付与し
たポイントの将来の利用に備
えるため、当中間連結会計期
間末における将来見込み利用
額を計上しております。

 ⑤ ポイント引当金
  旅行に係わる航空券等の販
売促進を目的としたポイント
制度において、顧客に付与し
たポイントの将来の利用に備
えるため、当連結会計年度末
における将来見込み利用額を
計上しております。

（追加情報）
  今回の引当金計上は株式会
社エアーリンクを平成18年７
月３日に連結子会社化したこ
とにより発生したものです。

(5) 中間連結財務諸表の作成の
  基礎となった連結会社の中 
  間財務諸表の作成に当たっ 
  て採用した重要な外貨建の 
  資産又は負債の本邦通貨へ 
  の換算の基準  

      ―――――

(5) 中間連結財務諸表の作成の
  基礎となった連結会社の中 
  間財務諸表の作成に当たっ 
  て採用した重要な外貨建の 
  資産又は負債の本邦通貨へ 
  の換算の基準  
 外貨建金銭債権債務は、中間連
結決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
 なお、在外子会社等の資産及び
負債は、中間連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円
貨に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定に含
めております。 

(5) 連結財務諸表の作成の基礎 
  となった連結会社の財務諸 
  表の作成に当たって採用し 
  た重要な外貨建の資産又は 
  負債の本邦通貨への換算の 
  基準

外貨建金銭債権債務は、連結決
算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処
理しております。 
 なお、在外子会社等の資産及び
負債は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部に
おける為替換算調整勘定に含めて
おります。



 
  

会計方針の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) 重要なリース取引の処理方法
   リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

(6) 重要なリース取引の処理方法

      同左

(6) 重要なリース取引の処理方法

      同左

(7) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事
項

  消費税等の処理方法
   税抜方式によっておりま

す。

(7) その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事
項

  消費税等の処理方法

      同左 

 

(7) その他連結財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項

   

  消費税等の処理方法

      同左 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲
 手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなってお
ります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

     同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

     同左

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――― （有形固定資産の減価償却の方法） 

 法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しておりま

す。 

 なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を当中間連結会計期間

から適用しております。 

 なお従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は11,977,658千円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を当連結会計年度から

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、13,505,144千円であり

ます。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

400,142千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

712,141千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

496,539千円

 

※２ 担保提供資産

投資有価証券 33,101千円

    当該担保は仕入債務保証等

の被保証等の銀行取引に対す

るものです。

 

※２ 担保提供資産

投資有価証券 33,072千円

    当該担保は仕入債務保証等

の被保証等の銀行取引に対す

るものです。

 

※２ 担保提供資産

投資有価証券 33,087千円

    当該担保は仕入債務保証等

の被保証等の銀行取引に対す

るものです。

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税 

等は相殺の上、流動負債の「そ 

の他」に含めて表示しておりま 

す。

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税 

等は相殺の上、流動資産の「そ 

の他」並びに流動負債の「その 

他」に含めて表示しておりま 

す。

※３ 消費税等の取扱い 

      ――――

 ４ 当座貸越契約 

 連結子会社１社において、運

転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。この契約

に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。

 ４ 当座貸越契約 

 連結子会社１社において、運

転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。この契約

に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。

 ４ 当座貸越契約 

   連結子会社１社において、運 

  転資金の効率的な調達を行うた 

  め取引銀行１行と当座貸越契約 

  を締結しております。この契約 

  に基づく当連結会計年度末の借 

  入未実行残高は次のとおりであ 

  ります。  

当座貸越極度額 300,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 300,000千円

当座貸越極度額 200,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 200,000千円

当座貸越極度額 200,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 200,000千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要 

なもの

販売促進費 469,855千円

給与手当 524,137千円

貸倒引当金 
繰入額

17,809千円

賞与引当金 
繰入額

9,349千円

退職給付費用 3,736千円

役員退職慰労 
引当金繰入額

590千円  

※１ 販売費及び一般管理費の主要 

なもの

販売促進費 1,043,366千円

給与手当 909,990千円

広告宣伝費 805,205千円

貸倒引当金
繰入額

19,065千円

賞与引当金
繰入額

125,042千円

退職給付費用 11,965千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要 

なもの

販売促進費 1,266,225千円

給与手当 1,228,921千円

広告宣伝費 634,390千円

貸倒引当金 
繰入額

76,224千円

賞与引当金 
繰入額

27,192千円

退職給付費用 15,851千円

役員退職慰  
労引当金 
繰入額

1,580千円

 

※２    ―――― ※２ 固定資産除却損の内訳

 建物 1,209千円

 器具備品 1,304千円

 ソフトウェア 23,024千円

 ソフトウェア 

 仮勘定
5,737千円

    計 31,275千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳

  建物 2,173千円

  器具備品 97千円

  電話加入権等 9,662千円

    計 11,933千円

※３    ―――― ※３ 本社移転関連費用の内訳

 本社移転に伴う 

 原状回復費
63,622千円

 本社移転に伴う 

 臨時償却費
58,772千円

 既存賃貸借契約 

 違約金
7,549千円

    計 129,943千円

※３    ――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権並びに平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権の行使による増加であります。 

  

２ 自己株式に関する事項 
該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 
該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権並びに平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権の行使による増加であります。 

  

２ 自己株式に関する事項 
該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 474,765 2,111 ― 476,876

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 483,977 54 ― 484,031

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

 平成19年６月23日 
 定時株主総会

普通株式 251,668 520 平成19年３月31日 平成19年６月25日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権並びに平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権の行使による増加であります。 

  
２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 
該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 474,765 9,212 ― 483,977

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

 平成19年６月23日 
 定時株主総会

普通株式 利益剰余金 251,668 520 平成19年３月31日 平成19年６月25日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間 

  連結会計期間末残高と中間連 

  結貸借対照表に掲記されてい 

  る科目の金額との関係

（平成18年９月30日現在）

 現金及び預金勘定 12,866,654千円

 現金及び 
 現金同等物

12,866,654千円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間 

  連結会計期間末残高と中間連 

  結貸借対照表に掲記されてい 

  る科目の金額との関係

（平成19年９月30日現在）

 現金及び預金勘定 15,659,348千円

 現金及び 
 現金同等物

15,659,348千円

※１ 現金及び現金同等物の連結 

  会計年度末残高と連結貸借対 

  照表に掲記されている科目の 

  金額との関係

（平成19年３月31日現在）

 現金及び預金勘定 15,644,821千円

現金及び
 現金同等物

15,644,821千円



(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 

相当額 
(千円)

器具備品 69,659 36,281 33,378

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得 
価額 
相当額 
(千円)

減価
償却 
累計額 
相当額 
(千円)

減損
損失 
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末 
残高 
相当額 
(千円)

器具 

備品
104,703 20,995 83,708 ―

ソフト 

ウェア
444,314 93,485 327,428 23,400

合計 549,017 114,480 411,137 23,400

  なお、減損損失累計額相当額は
 新規連結子会社（１社）が、連結 
 子会社化前に減損処理したもので 
 あります。

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 69,659 44,988 24,671

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 17,828千円

１年超 17,017千円

合計 34,846千円

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 106,794千円

１年超 200,285千円

合計 307,079千円

  リース資産減損勘定中間期末残

高        295,014千円  

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18,208千円

１年超 7,817千円

合計 26,026千円

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 9,479千円

減価償却費 
相当額

8,707千円

支払利息相当額 843千円

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 73,212千円

リース資産減損

勘定の取崩額
61,938千円

減価償却費
相当額

10,007千円

支払利息相当額 2,590千円

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 18,958千円

減価償却費 
相当額

17,414千円

支払利息相当額 1,502千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

       同左 

 

 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

       同左 

 

 

   利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物

件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

   利息相当額の算定方法

       同左

   利息相当額の算定方法

       同左

   （減損損失について）

     リース資産に配分された

減損損失はありません。

   （減損損失について）

     リース資産に配分された

減損損失はありません。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

 １ 時価のある有価証券 

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

 １ 時価のある有価証券 

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

  

区分
取得原価
（千円）

中間連結貸借対照表計上額
（千円）

差額 
（千円）

 その他有価証券

株式 5,000 23,900 18,900

合計 5,000 23,900 18,900

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円）

 その他有価証券

非上場株式 72,106

国債・地方債等 33,101

合計 105,208

区分
取得原価
（千円）

中間連結貸借対照表計上額
（千円）

差額 
（千円）

 その他有価証券

株式 5,000 12,040 7,040

合計 5,000 12,040 7,040

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円）

 その他有価証券

非上場株式 66,166

国債・地方債等 33,072

投資事業組合 100,000

合計 199,238



前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

 １ 時価のある有価証券 

 
 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

 デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

 デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

区分
取得原価
（千円）

連結決算日における  
連結貸借対照表計上額 

（千円）

差額 
（千円）

 その他有価証券

株式 5,000 21,200 16,200

合計 5,000 21,200 16,200

区分
連結決算日における     

連結貸借対照表計上額（千円）

 その他有価証券

非上場株式 72,106

国債・地方債等 33,087

合計 105,194



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位：千円) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業は、サービスの内容および特性を考慮して区分しております。 

なお、当中間連結会計期間において、旅行代理店、保険代理店サービスの提供等を行う株式会社エアーリン

クならびに株式会社瀧本を買収し連結の範囲に含めたこと、並びに当社におきまして新規事業として平成18

年11月21日に開設したBtoBマーケットプレイス「ネッシー（NETSEA）」の立ち上げ準備を開始したことによ

り「その他事業」セグメントを新たに追加しております。 

２ 事業区分の内容 
  

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(280,713千円)の主なものは、当社の管理

部門等に係る費用であります。 

  

モバイル
事業

Webコマース 
事業

ソリューシ
ョン事業

その他事業 計
消去又は 
全社

連結

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

3,340,419 1,594,400 131,834 276,027 5,342,681 ― 5,342,681

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高

29,999 24,899 ― ― 54,899 (54,899) ―

計 3,370,418 1,619,300 131,834 276,027 5,397,580 (54,899) 5,342,681

営業費用 1,845,428 1,105,315 47,791 276,874 3,275,410 225,814 3,501,225

営業利益又は 
営業損失(△)

1,524,989 513,984 84,043 △847 2,122,169 (280,713) 1,841,456

事業区分 主要サービス

モバイル事業 ・携帯電話オークション
 「モバオク」「auオークション」 
・アフィリエイトネットワーク 
 「ポケットアフィリエイト」 
・携帯ゲーム＆SNS 
 「モバゲータウン」 
・携帯電話専用ファッション系ショッピングサイト 
 「モバコレ」 
・決済エスクローサービス 
 「モバペイ」

Webコマース事業 ・オークション＆ショッピングサイト
 「ビッダーズ」 
・携帯電話向け総合ショッピングサイト 
 「ポケットビッダーズ」「au Shopping Mall」

ソリューション事業 ・ＥＣ関連のソリューションサービスの提供

その他事業 ・旅行代理店、保険代理店サービスの提供等



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(単位：千円) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業は、サービスの内容および特性を考慮して区分しております。 

２ 事業区分の内容 

  

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(420,660千円)の主なものは、当社の管理

部門等に係る費用であります。 

４ 会計方針の変更について 

有形固定資産の減価償却の方法 

 法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人税 

法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取 

得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

 なお、当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

モバイル
事業

Webコマース 
事業

ソリューシ
ョン事業

その他事業 計
消去又は 
全社

連結

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

9,279,371 2,109,830 116,937 501,936 12,008,075 ― 12,008,075

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高

1,813 5,521 ― 1,676 9,011 (9,011) ―

計 9,281,184 2,115,351 116,937 503,612 12,017,086 (9,011) 12,008,075

営業費用 4,235,501 1,626,721 56,029 942,479 6,860,731 411,649 7,272,380

営業利益又は 
営業損失(△)

5,045,683 488,630 60,907 △438,866 5,156,355 (420,660) 4,735,694

事業区分 主要サービス

モバイル事業 ・携帯電話オークション 

 「モバオク」「auオークション」 

・アフィリエイトネットワーク 

 「ポケットアフィリエイト」 

・携帯ゲーム＆SNS 

 「モバゲータウン」 

・携帯電話専用ファッション系ショッピングサイト 

 「モバコレ」 

・決済エスクローサービス 

 「モバペイ」

Webコマース事業 ・オークション＆ショッピングサイト 

 「ビッダーズ」 

・携帯電話向け総合ショッピングサイト 

 「ポケットビッダーズ」「au Shopping Mall」「モバデパ」

ソリューション事業 ・ＥＣ関連のソリューションサービスの提供

その他事業 ・旅行代理店、保険代理店サービスの提供等



５ 当中間連結会計期間における所属セグメントの変更 

 新規事業として平成18年11月よりサービスを開始したBtoBマーケットプレイス「ネッシー(NETSEA)」につ

きまして、従来「その他事業」に区分しておりましたが、「Webコマース事業」との顧客共通化が認められ

たことから営業効率向上による収益力の強化を目指し、当中間連結会計期間において組織改変を行ったこと

を契機として「Webコマース事業」に含めることと致しました。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ「Webコマース事業」の売上高は8,091千円増加し、営業

費用は77,922千円増加し、営業利益は69,830千円減少しており、「その他事業」の売上高は8,091千円減少

し、営業費用は77,922千円減少し、営業利益は69,830千円増加しております。 

 なお、前中間連結会計期間のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事業区分の変更により

区分した場合の金額影響はなく、前連結会計年度のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事

業区分の変更により区分すると次のとおりとなります。 

(参考)前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：千円) 

 
  

  

モバイル
事業

Webコマース 
事業

ソリューシ
ョン事業

その他事業 計
消去又は 
全社

連結

  売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

9,013,508 3,454,938 547,253 1,166,224 14,181,924 ― 14,181,924

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高

106,369 49,065 ― 2,303 157,738 (157,738) ―

計 9,119,877 3,504,003 547,253 1,168,528 14,339,663 (157,738) 14,181,924

営業費用 5,080,221 2,553,560 316,865 1,270,910 9,221,558 454,103 9,675,662

営業利益又は 
営業損失（△）

4,039,655 950,442 230,388 △102,382 5,118,104 (611,842) 4,506,262



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：千円) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業は、サービスの内容および特性を考慮して区分しております。 

なお、当連結会計年度において、旅行代理店、保険代理店サービスの提供を行う株式会社エアーリンクなら

びに株式会社瀧本を買収し連結の範囲に含めたこと、並びに当社におきまして新規事業として平成18年11月

21日に開設したBtoBマーケットプレイス「ネッシー(NETSEA)」の立ち上げ準備を開始したことにより「その

他事業」セグメントを新たに追加しております。 

２ 事業区分の内容 

  

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(611,842千円)の主なものは、当社の管理 

部門等に係る費用であります。 

モバイル
事業

Webコマース 
事業

ソリューシ
ョン事業

その他事業 計
消去又は 
全社

連結

  売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

9,013,508 3,453,120 547,253 1,168,042 14,181,924 ― 14,181,924

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高

106,369 49,065 ― 2,303 157,738 (157,738) ―

計 9,119,877 3,502,185 547,253 1,170,346 14,339,663 (157,738) 14,181,924

営業費用 5,080,221 2,498,945 316,865 1,325,526 9,221,558 454,103 9,675,662

営業利益又は 
営業損失（△）

4,039,655 1,003,240 230,388 △155,179 5,118,104 (611,842) 4,506,262

事業区分 主要サービス

モバイル事業 ・携帯電話オークション 

 「モバオク」「auオークション」 

・アフィリエイトネットワーク 

 「ポケットアフィリエイト」 

・携帯ゲーム＆SNS 

 「モバゲータウン」 

・携帯電話専用ファッション系ショッピングサイト 

 「モバコレ」 

・決済エスクローサービス 

 「モバペイ」

Webコマース事業 ・オークション＆ショッピングサイト 

 「ビッダーズ」 

・携帯電話向け総合ショッピングサイト 

 「ポケットビッダーズ」「au Shopping Mall」

ソリューション事業 ・ＥＣ関連のソリューションサービスの提供

その他事業 ・旅行代理店、保険代理店サービスの提供等



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありませ

ん。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 25,116円92銭 32,274円92銭 27,904円52銭

１株当たり中間(当期) 
純利益

2,202円48銭 4,899円95銭 5,316円13銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益

2,159円49銭 4,880円43銭 5,224円27銭

項目
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表（連結貸借対照
表）の純資産の部の合計額（千円）

12,881,224 16,614,107 14,509,414

普通株式に係る純資産額（千円） 11,977,658 15,622,060 13,505,144

差額の主な内訳（千円）

 少数株主持分 903,566 992,046 1,004,269

普通株式の発行済株式数(株) 476,876 484,031 483,977

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた普通株式の数（株）

476,876 484,031 483,977

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額

 中間(当期)純利益(千円) 1,049,058 2,371,627 2,539,041

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益(千円)

1,049,058 2,371,627 2,539,041

 普通株式の期中平均株式数(株) 476,308 484,011 477,611

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額

 中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

 普通株式増加数(株) 9,482 1,935 8,398

  (うち新株引受権及び新株予約権） (9,482) (1,935) (8,398)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含まれなかった潜在株式

の概要

   ―――― 

 

 

 

   ―――― 

 

 

 

   ―――― 

 

 

 



(重要な後発事象) 
  

 
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――― ―――― スカイゲート株式会社の株式取得 
（子会社化）について

当社は、平成19年４月25日開催の
取締役会において、ソネットエンタ
テインメント株式会社と、同社の
100％子会社であるスカイゲート株
式会社の全株式の取得について、株
式譲渡契約書を締結することを決議
し、同日実施致しました。これによ
り平成19年４月25日をもって同社は
連結子会社となりました。
(１)取得目的
 スカイゲート株式会社の運営す 

 る総合旅行サイトが持つ、リアル 
 タイム空席照会、即時予約、即時 
 決済のワンストップ提供や携帯電 
 話対応といった強みと、株式会社 
 エアーリンクの持つノウハウを融 
 合し、また当社グループのPC及び 
 携帯電話上のインターネットサー 
 ビスにおける総合的な集客力を活 
 かすことで、旅行代理店事業にお 
 けるシナジー効果が見込めるため 
 取得いたしました。
(２)株式取得の相手会社の名称
商号：ソネットエンタテインメン 

    ト株式会社  
代表者：代表取締役社長 

     吉田 憲一郎
資本金：79億65百万円 

     (平成19年３月31日現在)
主な事業の内容：ネットワークサ 

         ービス関連事業
当社との関係：資本的関係 

 (当社発行済株式総数の18.73％ 
  を所有(平成19年３月31日現在))
人的関係：役員兼任１名
取引関係：電子商取引(EC)のプラ 

            ットフォーム提供等
(３)買収した会社の名称、事業内 
 容、規模
商号：スカイゲート株式会社
代表者：代表取締役 

     高木 卓
所在地：東京都品川区北品川 

     ４丁目７番35号
設立年月日：平成12年３月10日
主な事業内容：インターネットを 

        利用した航空チケ 
        ットを中心とする 
        旅行商品の販売、 
        旅行に関連する情 
        報提供
決算期：３月31日
従業員数：28名
資本金：399,755千円
発行済株式総数：44,000株

(４)株式取得の時期
平成19年４月25日

(５)取得した株式の数、取得価額及 
 び取得後の持分比率
取得する株式の数：44,000株
取得価額：100百万円
取得後の持分比率：100.0％



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間会計期間末

（平成19年９月30日）

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,809,531 12,692,324 11,653,758

 ２ 売掛金 971,291 2,679,348 1,711,359

 ３ たな卸資産 40,565 4 ―

 ４ その他 171,403 610,767 367,385

   貸倒引当金 △37,665 △84,394 △65,404

   流動資産合計 10,955,125 81.7 15,898,049 79.8 13,667,098 82.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 219,647 558,256 426,850

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 188,158 444,705 235,822

  (2) その他 41,201 63,498 86,465

   無形固定資産合計 229,359 508,203 322,288

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式 1,688,179 1,788,179 1,688,179

  (2) その他 308,843 1,248,837 517,062

     貸倒引当金 ― △70,189 △13,858

   投資その他の資産 
   合計

1,997,023 2,966,827 2,191,384

   固定資産合計 2,446,030 18.3 4,033,287 20.2 2,940,522 17.7

   資産合計 13,401,156 100.0 19,931,337 100.0 16,607,621 100.0



 
  

前中間会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間会計期間末

（平成19年９月30日）

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ― 2,662 10,308

 ２ 未払金 962,256 1,960,740 1,610,284

 ３ 未払法人税等 506,198 1,843,747 1,465,878

 ４ 前受金 563,324 759,602 679,243

 ５ 賞与引当金 ― 106,875 ―

 ６ その他 ※２ 137,725 303,622 268,682

   流動負債合計 2,169,505 16.2 4,977,250 25.0 4,034,398 24.3

   負債合計 2,169,505 16.2 4,977,250 25.0 4,034,398 24.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,305,771 32.1 4,325,000 21.7 4,323,875 26.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 4,291,309 4,310,538 4,309,413

   資本剰余金合計 4,291,309 32.0 4,310,538 21.6 4,309,413 25.9

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 2,623,361 6,314,371 3,930,327

   利益剰余金合計 2,623,361 19.6 6,314,371 31.7 3,930,327 23.7

   株主資本合計 11,220,441 83.7 14,949,911 75.0 12,563,615 75.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

11,209 0.1 4,175 0.0 9,608 0.1

   評価・換算差額等 
   合計

11,209 0.1 4,175 0.0 9,608 0.1

  純資産合計 11,231,651 83.8 14,954,087 75.0 12,573,223 75.7

  負債及び純資産合計 13,401,156 100.0 19,931,337 100.0 16,607,621 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,989,063 100.0 9,620,009 100.0 10,467,731 100.0

Ⅱ 売上原価 1,413,992 35.4 1,969,724 20.5 3,364,605 32.1

   売上総利益 2,575,070 64.6 7,650,284 79.5 7,103,125 67.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,449,771 36.4 3,526,326 36.6 4,017,111 38.4

   営業利益 1,125,299 28.2 4,123,958 42.9 3,086,014 29.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 29,115 0.7 420,210 4.3 98,892 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２ 268 0.0 574 0.0 582 0.0

   経常利益 1,154,147 28.9 4,543,594 47.2 3,184,323 30.4

Ⅵ 特別損失 ※３ ― ― 213,806 2.2 ― ―

   税引前中間 
   (当期)純利益

1,154,147 28.9 4,329,787 45.0 3,184,323 30.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

485,326
 

 
1,847,158

 
1,440,576

   法人税等調整額 △103,360 381,966 9.6 △153,083 1,694,074 17.6 △335,398 1,105,177 10.5

   中間(当期)純利益 772,180 19.3 2,635,712 27.4 2,079,146 19.9



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（千円） 4,284,376 4,269,914 1,851,180 10,405,472

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 21,394 21,394 42,788

 中間純利益 772,180 772,180

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

21,394 21,394 772,180 814,969

平成18年９月30日残高（千円） 4,305,771 4,291,309 2,623,361 11,220,441

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高（千円） 13,018 10,418,490

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 42,788

 中間純利益 772,180

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

△1,808 △1,808

中間会計期間中の変動額合計（千円） △1,808 813,160

平成18年９月30日残高（千円） 11,209 11,231,651



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高（千円） 4,323,875 4,309,413 3,930,327 12,563,615

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 1,125 1,125 2,251

 剰余金の配当 △251,668 △251,668

 中間純利益 2,635,712 2,635,712

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
（千円）

1,125 1,125 2,384,044 2,386,296

平成19年９月30日残高（千円） 4,325,000 4,310,538 6,314,371 14,949,911

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成19年３月31日残高（千円） 9,608 12,573,223

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 2,251

 剰余金の配当 △251,668

 中間純利益 2,635,712

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

△5,432 △5,432

中間会計期間中の変動額合計（千円） △5,432 2,380,863

平成19年９月30日残高（千円） 4,175 14,954,087



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（千円） 4,284,376 4,269,914 1,851,180 10,405,472

事業年度中の変動額

 新株の発行 39,498 39,498 78,996

 当期純利益 2,079,146 2,079,146

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計（千円） 39,498 39,498 2,079,146 2,158,142

平成19年３月31日残高（千円） 4,323,875 4,309,413 3,930,327 12,563,615

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高（千円） 13,018 10,418,490

事業年度中の変動額

 新株の発行 78,996

 当期純利益 2,079,146

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△3,410 △3,410

事業年度中の変動額合計（千円） △3,410 2,154,732

平成19年３月31日残高（千円） 9,608 12,573,223



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

 移動平均法による原価法を

採用しております。

その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用し

ております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用してお

ります。

 時価のないもの

 移動平均法による原価法を

採用しております。

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

仕掛品

 個別法による原価法を採用

しております。

貯蔵品

 移動平均法による原価法を

採用しております。

(2) たな卸資産

仕掛品

同左

貯蔵品

同左

(2) たな卸資産

仕掛品

同左 

貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 定率法(ただし、ウェブを

利用したサービスを提供する

ために利用する有形固定資産

については定額法)を採用し

ております。

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ３年～18年

器具備品 ２年～10年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 定率法(ただし、ウェブを

利用したサービスを提供する

ために利用する有形固定資産

については定額法)を採用し

ております。

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ３年～18年

器具備品 ２年～15年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 定率法(ただし、ウェブを

利用したサービスを提供する

ために利用する有形固定資産

については定額法)を採用し

ております。

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ３年～18年

器具備品 ２年～10年

(2) 無形固定資産

 定額法を採用しておりま

す。

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、将来の利用

可能期間を見積もり、当社が

合理的と判断した以下の耐用

年数による定額法を採用して

おります。

ウェブを利用した

サービス提供に係

るもの ２年

その他 ５年

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 繰延資産の処理方法

株式交付費

 支出時に全額費用として処

理しております。

３ 繰延資産の処理方法

株式交付費

同左

３ 繰延資産の処理方法

株式交付費

同左

４ 引当金の計上基準

①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

４ 引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

４ 引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

―――――

②賞与引当金

 従業員に対し支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込み額に基づき計上しており

ます。

②賞与引当金

―――――

５ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

 税抜方式によっておりま

す。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の処理方法

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――― （有形固定資産の減価償却の方法） 

 法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しておりま

す。 

 なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を当中間会計期間から

適用しております。 

 なお従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は11,231,651千円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、12,573,223千円であり

ます。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

216,964千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

488,956千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

294,052千円

※２ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※２ 消費税等の取扱い

同左

※２ 消費税等の取扱い

――――

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 4,234千円

受取配当金 93千円

出品キャンセル 
料収入

2,978千円

契約に基づく債
務消滅益

18,100千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 25,618千円

受取配当金 350,120千円

出品キャンセル
料収入

2,131千円

契約に基づく債
務消滅益

32,636千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 19,709千円

受取配当金 100千円

出品キャンセル 
料収入

5,465千円

契約に基づく債
務消滅益

58,646千円

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

株式交付費 177千円

雑損失 90千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

株式交付費 203千円

雑損失 370千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

株式交付費 483千円

雑損失 98千円

※３    ――――

 

※３ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損

 建物 1,209千円

 器具備品 836千円

 ソフトウェア 22,855千円

 ソフトウェア
 仮勘定 

5,737千円

計 30,638千円

本社移転関連費
用

129,943千円

リース解約損 18,409千円

関連会社出資金
評価損

34,815千円

※３    ――――

 ４ 減価償却実施額

 有形固定資産 47,659千円

 無形固定資産 79,107千円

 ４ 減価償却実施額

 有形固定資産 152,426千円

 無形固定資産 129,444千円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 124,748千円

無形固定資産 162,555千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 69,659 36,281 33,378

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

当中間会計期間においてリー

ス契約を解約しておりますので

該当事項はありません。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 69,659 44,988 24,671

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 17,828千円

１年超 17,017千円

 合計 34,846千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

当中間会計期間においてリー

ス契約を解約しておりますので

該当事項はありません。

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 18,208千円

１年超 7,817千円

合計 26,026千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 9,479千円

減価償却費相当額 8,707千円

支払利息相当額 843千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 9,479千円

減価償却費相当額 8,707千円

支払利息相当額 470千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 18,958千円

減価償却費相当額 17,414千円

支払利息相当額 1,502千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物

件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

同左 同左

（減損損失について）

    リース資産に配分された 

    減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 23,552円56銭 30,894円90銭 25,978円97銭

１株当たり中間(当期) 

純利益
1,621円18銭 5,445円56銭 4,353円22銭

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益
1,589円54銭 5,423円88銭 4,278円00銭

項目
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

中間貸借対照表（貸借対照表）の 
純資産の部の合計額（千円）

11,231,651 14,954,087 12,573,223

普通株式に係る純資産額（千円） 11,231,651 14,954,087 12,573,223

普通株式の発行済株式数(株) 476,876 484,031 483,977

1株当たり純資産額の算定に 
用いられた普通株式の数（株）

476,876 484,031 483,977

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額

 中間(当期)純利益(千円) 772,180 2,635,712 2,079,146

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益(千円)

772,180 2,635,712 2,079,146

 普通株式の期中平均株式数(株) 476,308 484,011 477,611

 潜在株式調整後１株当たり中間 
 (当期)純利益金額

 中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

 普通株式増加数(株) 9,482 1,935 8,398

 (うち新株引受権及び新株予約権) (9,482) (1,935) (8,398)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含まれなかった潜在株式

の概要

―――― ―――― ――――



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――― ―――― スカイゲート株式会社の株式取得 
（子会社化）について

当社は、平成19年４月25日開催の
取締役会において、ソネットエンタ
テインメント株式会社と、同社の
100％子会社であるスカイゲート株
式会社の全株式の取得について、株
式譲渡契約書を締結することを決議
し、同日実施致しました。これによ
り平成19年４月25日をもって同社は
連結子会社となりました。
(1)取得目的

スカイゲート株式会社の運営する
総合旅行サイトが持つ、リアルタイ
ム空席照会、即時予約、即時決済の
ワンストップ提供や携帯電話対応と
いった強みと、株式会社エアーリン
クの持つノウハウを融合し、また当
社グループのPC及び携帯電話上のイ
ンターネットサービスにおける総合
的な集客力を活かすことで、旅行代
理店事業におけるシナジー効果が見
込めるため取得いたしました。
(2)株式取得の相手会社の名称
商号：ソネットエンタテインメン 

    ト株式会社  
代表者：代表取締役社長 

     吉田 憲一郎
資本金：79億65百万円 

     (平成19年３月31日現在)
主な事業の内容：ネットワークサ 

         ービス関連事業 
当社との関係：資本的関係 

 (当社発行済株式総数の18.73％ 
  を所有(平成19年３月31日現在))
人的関係：役員兼任１名
取引関係：電子商取引(EC)のプラ 

            ットフォーム提供等

 
(3)買収した会社の名称、事業内
容、規模
商号：スカイゲート株式会社
代表者：代表取締役 

     高木 卓
所在地：東京都品川区北品川 

     ４丁目７番35号
設立年月日：平成12年３月10日
主な事業内容：インターネットを 

        利用した航空チケ 
        ットを中心とする 
        旅行商品の販売、 
        旅行に関連する情 
        報提供
決算期：３月31日
従業員数：28名
資本金：399,755千円
発行済株式総数：44,000株

(4)株式取得の時期
平成19年４月25日

(5)取得した株式の数、取得価額及
び取得後の持分比率
取得する株式の数：44,000株
取得価額：100百万円
取得後の持分比率：100.0％



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(１)有価証券報告書の訂正報告書 

     平成19年６月25日関東財務局長に提出。 

      事業年度 第８期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)の有価証券報告書に係る訂 

      正報告書であります。 

(２)半期報告書の訂正報告書 

   平成19年６月25日関東財務局長に提出。    

   事業年度 第９期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)の半期報告書に係る訂正 

   報告書であります。 

(３)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第９期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月25日関東財務 

 局長に提出。 

(４)有価証券報告書の訂正報告書 

   訂正報告書（上記(３)有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年10月18日関東財務局長に提 

   出。 

(５)有価証券報告書の訂正報告書 

   訂正報告書（上記(３)有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年12月７日関東財務局長に提 

   出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月20日

株式会社 ディー・エヌ・エー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ディー・エヌ・エーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ディー・エヌ・エー及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  下     怜  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  哲  史  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  浦  康  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月７日

株式会社 ディー・エヌ・エー 

取締役会 御中 

 

  

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ディー・エヌ・エーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ディー・エヌ・エー及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  木  村  聡     ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  浦  康  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月20日

株式会社 ディー・エヌ・エー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ディー・エヌ・エーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第９期事業年度の中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ディー・エヌ・エーの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  下     怜  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  玉  井  哲  史  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  浦  康  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月７日

株式会社 ディー・エヌ・エー 

取締役会 御中 

 

  

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ディー・エヌ・エーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第10期事業

年度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ディー・エヌ・エーの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  木  村  聡     ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  浦  康  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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